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1 節 復興に向けた動き
　東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所
事故の被災地では，国が集中復興期間と定めた 5
年間が過ぎ，住宅再建や産業の復興が進む一方で，
依然として多くの人たちが仮設住宅などでの避難
生活を余儀なくされている。また，災害公営住宅
や高台の住宅地の供給が計画どおりに進まず，人
口流出が急速に進んでいる。

1．復興の遅れと避難生活の長期化

　被害が大きかった宮城，岩手，福島の 3県では，
仮設住宅や親族の家などで避難生活を余儀なくさ
れている人が17万4,000人余りいる（2016年 2 月
12日現在）。1995年の阪神・淡路大震災では，震
災から 5年で仮設住宅に暮らす人がいなくなった
が，東日本大震災では被災範囲が広く，復興事業
が当初の計画よりも遅れていることから避難生活
が長引いている。復興庁によると，被災地の仮設
住宅の解消は， 2年後の18年以降にずれ込む見通
しで，場所によってはさらに 4年間も仮設生活を
続けなければならない人が出るおそれがある。
　被災者向けの災害公営住宅のうち， 3県で完成
したのは， 2万戸余りで，計画の45％にとどまっ
ているほか，高台や内陸に住宅を移す防災集団移
転事業も，住宅地が整備されたのは 3 県で約
7,000戸と計画の35％にすぎない（いずれも16年
2 月現在）。災害公営住宅や住宅地の整備状況の
遅れは，被害が大きかった沿岸部の自治体で特に
顕著で，岩手県山田町が計画の14％，宮城県名取
市が計画の16％，岩手県釜石市が計画の21％，宮
城県気仙沼市と塩釜市が計画の23％にとどまって
いて，その背景には，移転先の地権者との交渉が
長引いたことや工事に予想以上の時間がかかって
いることが挙げられる。
　震災から 5年が過ぎても住宅地が整備されない
状況を受けて，故郷を離れ新たな土地に生活の場
を求めざるをえない被災者が相次いでいる。震災
前の10年の国勢調査と15年の国勢調査の結果を比
較すると，宮城県女川町で人口が37％減少したの
をはじめ，宮城県南三陸町で29％，岩手県大槌町
で23.2％，福島県広野町で20.2％それぞれ人口が
減少した。 3県の人口減少は被災地に集中してい
て，復興の遅れが人口流出を加速させる結果とな
っている。
　こうした人口減少を受けて，宮城，岩手，福島

の 3県では，災害公営住宅や高台の住宅地の供給
計画を見直す自治体が出てきている。NHKが被
害の大きかった 3県の44市町村を対象に調査した
結果，当初と比べて14％，7,200戸余り計画を縮
小していることが分かった（16年 2 月現在）。
　さらに計画を見直した後も他の地域に転出する
などしたため，当初の移転を取りやめる人が相次
いでいる。NHKの調べによると，16年 2 月末ま
でに完成した災害公営住宅と高台などの住宅地の
うち，空いた状態になっているのは1,400戸を超
えている。
　長期化する避難生活で亡くなる人も増え続けて
いる。福島県内で津波と地震の直接の影響によっ
て死亡した人は1,613人。これに対し，避難の長
期化に伴って体調を崩すなどして死亡し，震災関
連死に認定された人は1,979人と直接死の数を上
回っている（16年 3 月10日現在）。全体の震災関
連死は，宮城県で918人，岩手県で455人など合わ
せて3,407人となっている。
　仮設住宅で独り暮らしをしている人が死亡する
ケースも増えていて，宮城，岩手，福島の 3県で，
この 5年間で182人に上っている。このうち65歳
以上の高齢者は107人で全体の 6割を占めていて，
専門家は災害公営住宅への転居が進む中，仮設に
残る人たちの孤立を防ぐ支援が必要だと指摘して
いる。
　また，被災地では震災から 5年という時間が経
過しても心の不調を訴える人が多い。NHKが宮城，
岩手，福島の被災者や原発事故の避難者1,200人
余りにアンケート調査を実施したところ，「震災
による心身への影響が今も続いている」と答えた
人は， 6割以上に上っている。

2．26兆円の復興予算

　国は16年 3 月末までの 5年間を「集中復興期
間」と位置づけて，総額約26兆円の復興財源を投
入した。NHKの分析によると，26兆円のうちイン
フラ整備やまちづくりなどの事業に約14兆円が投
入され，全体の半分余りを占めた。このほか，産
業振興と雇用の確保の分野に約 5兆円，原子力災
害からの復興・再生に約 3兆6,000億円，被災者
支援には約 2兆5,000億円が充てられた。
　被災者支援のうち，NPOなど民間団体が使え
る資金は592億円で，復興庁によると，国がこう
した団体の支援に本格的に予算を投じるのは初め
てである。しかし，震災から時間がたつにつれて，
民間からの寄付が減少して資金不足に陥ったり，
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人材確保が難しくなったりして撤退するNPOが
少なくないのが現状である。
　国は16年度からの 5年間を「復興・創生期間」
と位置づけて，さらに 6兆5,000億円の予算を組
んで，被災地の復興や自立に向けた事業を進める
方針をまとめた。この中で，災害公営住宅などの
基幹事業や新たに整備する防潮堤などは全額国が
負担するものの，その他の事業については地元自
治体に一定の負担を求める枠組みとなった。被災
3県での地元自治体の負担額は合わせて220億円
程度になる見込みである。国の財源確保のための
増税は今後20年余り続くことになる。

3．本格化する交通インフラの整備

　震災によって宮城，岩手，福島の 3県の鉄道は，
一時，25の路線で不通となったが，復旧作業が進
み21の路線で運転が再開された。
　岩手県沿岸を走る三陸鉄道は，14年 4 月に北リ
アス線・南リアス線共に 3年ぶりに全線で運行を
再開。14年 6 月にはJR常磐線の福島県内の広野
駅と竜田駅の間も運行を再開。15年 3 月には，宮
城県のJR石巻線が女川駅と浦宿駅の間の約2.5キ
ロの区間が復旧し，全線で運行再開した。さらに
15年 5 月には，宮城県の仙石線が高城町駅と陸前
小野駅の間の約11.6キロの区間が復旧し，全線で
運行を再開した。
　しかし，震災から 5年がたっても依然として 4
つの路線の 5区間，約223キロで鉄道の運行がで
きない状況が続いている。このうち岩手県の山田
線は，宮古駅と釜石駅の間をJRが復旧したうえ
で運行を三陸鉄道に移管し，18年度の開業を目指
している。岩手県の盛駅と宮城県の気仙沼駅を結
ぶ大船渡線はバスを走らせるBRTで運行し，鉄
道での再開はしないことが決まった。また，福島
県の常磐線は，浜吉田駅と相馬駅の間は18年中に
復旧させる計画で，原発事故で不通になっている
原ノ町駅と竜田駅の間については， 4年後の20年
度末までの再開を目指している。
　震災と原発事故で建設が遅れていた首都圏と東
北地方の太平洋沿岸を結ぶ常磐自動車道は15年 3
月に全線開通。人や物の行き来が活発になること
で復興の後押しになると期待されている。

4．二極化する産業の復興

　被災地の企業の間では，復興のスピードに差が
広がり，二極化の傾向が鮮明になっている。被災
した中小企業などの再建を支援する「グループ補
助金」を受けた青森，岩手，宮城，福島の 4県の

企業を対象に東北経済産業局が行った調査による
と，売り上げが震災直前の水準以上まで回復して
いると答えた企業が44.8％に上り，震災後，過去
最高になった。売り上げが回復していると回答し
た企業の割合が最も高かったのは，建設業で75.8％，
次いで運送業が52.9％だった。
　これに対して，売り上げが震災直前の半分以下
に減少していると答えた企業も30.8％に上り，14
年の調査を6.5ポイント上回った。売り上げが震
災直前の半分以下という企業は，卸小売・サービ
ス業で37.8％，水産・食品加工業で34％に上り，
復興の遅れが目立っている。
　東北経済産業局が経営上の課題を聞いたとこ
ろ，「人材確保・育成」と答えた企業が最も多く，
全体の59.6％に上った。続いて「販路の確保・開
拓」が51.9％，「原材料価格の高騰」が29.3％など
となった。従業員数については，震災直前に比べ
て減ったと答えた企業が全体で45.3％に上った。
特に基幹産業である水産加工業では63.3％と業種
別で最も高くなり，深刻な人手不足に陥っている。
こうした事態を受けて，宮城県では，16年度から，
被災地の企業が従業員向けの宿舎を建設する費用
の半分を補助する制度や，水産加工業の組合を対
象に従業員の送迎バスを運行する費用の半分を補
助する制度を始めた。

5．相次ぐ避難指示解除

　東京電力福島第一原子力発電所の事故によって
大量の放射性物質が放出され，国は福島県内の原
発周辺の11の自治体に避難指示を出し，住民はふ
るさとを追われた。その後，国の除染や水道など
のインフラの復旧が終わったとして，14年 4 月，
田村市都路地区に出されていた避難指示が解除さ
れ，10月には川内村でも一部の区域の避難指示が
解除になった。
　さらに15年 9 月には，楢

なら

葉
は

町のほぼ全域の避難
指示が解除された。原発事故で役場とすべての住
民が避難していた自治体としては，初めての解除
となった。災害公営住宅への入居をはじめ，特別
養護老人ホームやJAの支店などが再開したが，
町に戻った住民は解除半年後の調査で459人と人
口の6.2％にとどまった。復興庁が16年 1 月に行
った，帰還についての住民調査では，「早期に戻
る」「条件が整えば戻る」と回答した世帯が
50.7％と半数を超えた。一方，「戻らない」と答
えた世帯は25.9％と 4 分の 1に上った。帰還を進
めるには，住民が安心して暮らせる生活環境の充
実が課題となっている。
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　福島県では今も原発事故の影響で 9つの市町村
に避難指示が出され，10万人近くが 5年を超える
避難生活を続けている。

6．進まない中間貯蔵施設の建設

　福島の復興の前提となるのは大量の放射性物質
を取り除く「除染」だが，除染したあとの廃棄物
は行き場がなく，福島県内各地にたまり続けてい
る。福島県内には，1,000万㎥を超える廃棄物が
発生し，1,000か所以上の仮置き場があり，住民
の帰還や復興の足かせになっている。
　国は，除染廃棄物を30年間にわたって保管する
「中間貯蔵施設」を大熊町と双葉町にまたがる原
発周辺の約16㎢の土地に建設し，最大で東京ドー
ム18杯分に当たる2,200万㎥の土などを搬入する
計画になっている。
　政府は，当初，15年 1 月からの搬入開始を目指
していたが，約2,300人の地権者との交渉が難航
し用地の確保が進んでいない。16年 2 月末現在で
用地の契約に至ったのは69人にとどまっている。
　環境省は，16年度からの 5年間で，最大で用地
の 7割を確保して，除染で出た廃棄物の約 6割を
搬入できるとする見通しを示している。

7 ．震災遺構

　震災の記憶や教訓を後世に伝える被災した建物
などいわゆる「震災遺構」は，復興事業の妨げに
なることや，“見るだけでつらい”と感じる人が
いるなどの理由によって，各地で解体が相次いだ。
　こうした中，岩手県宮古市の「たろう観光ホテ
ル」が震災遺構第 1号として，保存のための改修
が進められ，16年 4 月から建物内部の公開が始ま
った。
　また，津波で43人が犠牲になったとみられてい
る宮城県南三陸町の防災対策庁舎は，複雑な思い
を抱えた遺族や被災者の間で保存か解体か揺れる
中，宮城県が震災から20年が経過するまで維持管
理することが決まり，16年 9 月に協定が結ばれた。
　津波で児童と教職員合わせて84人が犠牲になっ
た宮城県石巻市の大川小学校の校舎を巡っては，
「教訓を伝えるために保存すべきだ」という意見
と「見るのがつらく解体すべき」という意見があ
り，議論が続いていた。地元の住民でつくる復興
協議会が住民に対してアンケートを実施した結
果，「校舎をすべて残す」という意見が半数近く
を占め最も多かった一方で，石巻市の大川地区で
の意向調査では，解体を望む住民が過半数を占め
る結果となった。結局，石巻市の亀山市長は，16

年 3 月末に「震災の教訓を伝承していくことが最
も多くの犠牲者を出した被災地・石巻の使命だ」
として校舎すべてを保存することを発表した。

2 節 原発事故のその後

1．事故から5年　福島第一原発

　世界最悪レベルとなった東京電力福島第一原子
力発電所の事故では， 3つの原子炉で「メルトダ
ウン」が起き，溶けた核燃料が原子炉の底を突き
破って，格納容器の底に落下したとみられている。
しかし，どこに，どのような状態で存在するのか，
事故から 5年がたっても分からず，廃炉作業は難
航している。
　15年 6 月， 2年ぶりに改訂された廃炉の工程表
では，最大の難関，溶け落ちた核燃料の取り出し
を始める時期は従来のまま21年度からとされた
が，具体的な方法は示されなかった。取り出しに
向けて，当初，15年度中に予定されていた， 1号
機の格納容器のロボット調査が，16年度に延期。
2号機と 3号機では，放射性物質による汚染が激
しく，調査のメドすら立っておらず，取り出し工
程への影響が懸念されている。さらに燃料プール
からの核燃料の取り出しも，現場の除染に時間が
かかっているなどとして，最長で 3年遅れる見通
しで，40年ともいわれる廃炉作業の難しさが改め
て浮き彫りになっている。
　こうした中，廃炉作業の現場には，大きな変化
もあった。事故から 5年となる16年 3 月，被ばく
対策が進んだことで敷地内の放射線量が大幅に下
がったとして，大半の場所で防護服やマスクなど
を着用せずに作業ができるようになった。
　また，事故直後から大きな課題となっている汚
染水問題でも進展があった。汚染水の発生を抑え
るため，漁業者の理解を得て，「サブドレン」と
呼ばれる建屋周辺の井戸で地下水をくみ上げ，浄
化したうえで海に放出する対策が15年 9 月から開
始。さらに16年 3 月には，汚染水対策の柱とされ
る「凍土壁」の運用が始まり，建屋周囲の地盤を
凍らせる作業が一部で開始された。大規模な「凍
土壁」を作るのは前例がなく，運用を巡って，原
子力規制委員会が慎重な姿勢を示したため，当初
15年度中としていた完成時期の見通しは立ってい
ない。
　一方，取り除くのが難しい「トリチウム」と呼
ばれる放射性物質を含む汚染水は，敷地内のタン
クに大量にたまり続けている。これをどう処分す
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るか，新たな課題も浮上し，国や東京電力による
検討が始まっている。

2．再び動き出す原発と司法判断

　15年 8 月，鹿児島県にある九州電力川内原子力
発電所 1号機が再稼働した。国内の原発が稼働す
るのは13年 9 月以来， 1年11か月ぶりで，原発事
故を教訓に作られた新しい規制基準の下では初め
て。15年10月には，川内原発 2号機が再稼働し，
16年 1 月以降，福井県にある関西電力高浜原発の
3号機と 4号機も相次いで動き出した。ほかに，
愛媛県にある四国電力伊方原発 3号機が審査に合
格し，16年夏以降，再稼働する見通しとなってい
る。
　こうした中，16年 3 月，高浜原発 3号機と 4号
機に対し，大津地方裁判所が運転停止を命じる仮
処分の決定を出し，運転できない状態となった。
　原発を運転させないよう求める裁判所への申し
立ては，原発事故をきっかけに全国で相次いでい
て，住民などのグループの弁護団によると，全国
の裁判所に申し立てられた仮処分や集団訴訟は，
16年 3 月現在，約30件に上っているという。これ
までの裁判所の判断は分かれていて，各地で原発
再稼働に向けた手続きが進む中，今後もこうした
申し立てが増えるとみられ，司法の判断が注目さ
れている。

3．  難航する中間貯蔵施設と指定廃棄物の処
分

　「中間貯蔵施設」は，福島県内の除染で取り除
いた放射性物質に汚染された土や草木などの廃棄
物を最終処分するまでの間，管理・保管するため
の施設。
　政府は，福島県大熊町と双葉町の16㎢の土地に
建設する計画で，15年 2 月に着工，廃棄物の搬入
が始まった。しかし，用地確保に向けた地権者と
の交渉は難航し，16年 3 月末現在で，契約に至っ
たのは地権者約2,300人のうち83人で，確保でき
た面積は計画全体の 1％余りにとどまっている。
このため福島県内では仮置き場や住宅の庭先など
約13万か所で廃棄物の一時保管が続いていて，環
境省は今後 5年間で最大全体の 6割を搬入できる
とする見通しを示したが，施設完成や搬入完了の
めどは立たっていない。政府は，保管開始から30
年以内に福島県外で最終処分する方針だが，処分
場の候補地の選定を含め具体的な工程は示されて
いない。
　さらに，福島県以外の関東と東北の 7県で行わ

れた除染で出た約31万㎥に上る廃棄物の処分先も
決まらず，現在も学校や公園などに保管されたま
まの状態が続いている。
　また，放射性物質の濃度が 1キログラム当たり
8,000ベクレルを超える下水汚泥や稲

いな

藁
わら

などの
「指定廃棄物」を巡っても，政府は関東と東北の
5県で処分場の建設を計画しているが，候補地の
地元の反対などでいずれも建設のめどが立ってい
ない。こうした中，16年 3 月に環境省は，濃度が
基準を下回った廃棄物は，一般のゴミとして処分
できるとする新たな方針を示し，10年後には廃棄
物が 4分の 1まで大幅に減少するとする推計を明
らかにした。これによって事態が打開され，処分
の道筋がつけられるかが注目されている。

3 節 NHK東日本大震災プロジェクト

1．ねらいと組織

（1）ねらい
　東日本大震災プロジェクトは，被災地の復興を
支援する取り組みを行う組織横断的プロジェクト
として，震災直後に発足した。
　被災地を忘れないための放送，被災地に笑顔を
届けるイベントのほか，全国の皆さんと被災地を
つなげるキャンペーンや，世界に震災後の日本を
伝える取り組み，さらに震災を記録し将来の防災
を考える取り組みなど，放送・放送外を問わず幅
広い視野で震災に向き合い，被災地を支援するこ
とを目指している。
（2）組　織
　事務局は12人から成り，放送総局，視聴者総局，
仙台放送局などから組織されている。2015年度の
事務局の構成メンバーは以下のとおり。
　・事務局長 1人（編成センター長兼務）
　・専従者 1人
　・その他の兼務者10人
 大型企画開発センター 1人，制作局 1人，
  報道局 3人，編成局 3人，事業センター
 1 人，仙台放送局 1人

　そのほか26人のプロジェクトメンバーが加わり
親会を構成。制作局，報道局，編成局，知財セン
ター，デザインセンター，放送技術局，国際放送
局，関連事業局，広報局，営業局など全局から集
められている。

（　　　　　　　　　）
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2．取り組みの内容

　東日本大震災プロジェクトの取り組みは，放送
番組の制作，イベント，ウェブ，他メディアを使
ったキャンペーンなど多岐にわたる。その主なも
のは次のとおり。
（1）震災関連定時番組の制作・放送
　15年度は，テレビの各波で震災関連の定時番組
を放送し，広く被災地の情報を届け，支援を行っ
た。総合テレビ『明日へ－支えあおう－』（16年
1 月から『明日へ つなげよう』に改題），Eテレ
『東北発☆未来塾』，BSプレミアム『きらり！え
ん旅』，BS1・NHKワールド『TOMORROW』。
（2）長時間特番　『特集　明日へ－支えあおう

－』と『特集　明日へ つなげよう』
　震災から 4年半および 5年の節目で，『特集 明
日へ』と題し，総合テレビで特集番組を放送。被
災地の現状と課題，そこで暮らす人々の思いを生
放送で伝えた。
①震災 4年半の特集
・放送： 9月 6日（日）13:05～16:30
・キーステーション：宮城県女川町
・司会：畠山智之・伊東敏恵アナ
②震災 5年の特集
・放送： 3 月11日（金）12:20～13日（日）13:50

の間に随時
・キーステーション：宮城県名取市閖上
・司会：畠山智之・伊東敏恵アナ
　定時番組『あさイチ』『投稿DO画』『サキどり』
『50ボイス』とも連動。さらに函館・広島・福岡
からも中継し全国と被災地を結んだ。
　ほかにも震災 5年にあたって，『NHKスペシャ
ル』を 7本集中編成したほか，特集ドラマ『恋の
三陸　列車コンで行こう！』『明日へコンサート』
『いつか来る日のために』『被災地縦断　800㎞』
などを放送。 3月 5日から10日間ですべての波を
合わせて合計64タイトル81時間15分を震災関連の
番組に充てた。
（3）証言記録・東日本大震災
　未曽有の災害を後世に伝えるため，貴重な証言
を記録し保存。随時編成の 5分ミニ番組『あの日
わたしは』と『明日へ－支えあおう－』内シリー
ズの「証言記録・東日本大震災」（毎月 1回）で
放送。
　また，ウェブ「東日本大震災アーカイブス」で
の公開証言者は15年度末で合計628人，震災・復
興のニュースは840本となった。

（4）『こころフォト～忘れない～』
　震災で亡くなった方，行方の分からない方の写
真と家族からのメッセージを募集し，番組やホー
ムページで紹介する取り組み。15年度は『おはよ
う日本』などのニュース番組でリポートを 4本放
送。 9月と 3月には特番『こころフォトスペシャ
ル』を制作した。仙台市出身の女優・鈴木京香が
家族のメッセージを朗読する『明日へ1min.』も，
ほぼ毎週放送した。
（5） 1分ミニ番組　『明日へ1min.』
　総合テレビで平均 1日 2回（19:56～19:57ほか）
放送した。主なものは以下のとおり。
・ 「花は咲く あなたに咲く」…どーもくんとチャ
ロが，被災地に根を張り，復興という花を咲か
せるために頑張っている人を応援する番組。キ
ャンペーン連動企画。
・ 「綾瀬はるかの“ふくしまに恋して♡”」…13年
の『大河ドラマ』「八重の桜」で主役を演じた
女優の綾瀬はるかが福島県内を旅するシリー
ズ。
・ 「100万人の花は咲く」…国内外の一般の人たち
が 1フレーズずつNHKの復興支援ソング「花
は咲く」を歌い継ぐ取り組み。これまで59か国，
14万6,000人以上が参加。
・ 「浜のかあちゃん」…三陸海岸で，浜のかあち
ゃんたちが新鮮な海の幸で作る自慢の料理を紹
介するシリーズ。
・ 「君に見せたい東北がある」…東北在住の方言
男子がガイドブックに載らない地域の魅力を伝
える。仙台局が制作。

（6）復興支援キャンペーン
・ 『花は咲く　あなたに咲く』…被災地で頑張っ
ている人々を 1分のミニ番組の他，ポスター，
ウェブ，チラシ，定時番組『明日へ つなげよ
う』で紹介。
・ 「三陸スマイルトレイン」…全国から被災地に
寄せられたメッセージと笑顔の写真を，三陸鉄
道の車両に全面ラッピング。その完成までの道
のりを，震災 5年の特集番組の中で生放送した。

（7）大型イベント「公開復興サポート　明日へ」
　被災地で複数の番組の公開収録や展示を集中的
に行い，被災地の皆さんに楽しんでもらう大型イ
ベント。15年度は岩手県宮古市と宮城県多賀城市
の 2会場で実施。収録した番組は全国放送した。
① 5月24日（日）
・会場：岩手県立大学宮古短期大学部
・参加番組：『あさイチ』『明日へつなげるライ
ブ』『東北発☆未来塾』『ラジオ深夜便』『囲碁
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フォーカス』『ラン×スマ』など10番組。
・来場者数：3,793人
②11月 8 日（日）
・会場：東北学院大学　多賀城キャンパス
・参加番組：『明日へつなげるライブ』『チャリダ
ー★』『ガールズクラフト』『ストレッチマンⅤ』
『ニュース シブ 5時』など 9番組。
・来場者数：4,320人
（8）スマイルキャラバン
　被災地の仮設住宅や災害公営住宅の集会場，小
中学校などきめ細かく回るイベント。『趣味の園
芸』『団塊スタイル』『すてきにハンドメイド』と
いったEテレ番組の出演者による出前教室や，『プ
レキソ英会話』といった子ども向けコンテンツな
ど，内容はさまざま。15年度は 3県39か所を訪れ
た。
（9）復興支援ソング「花は咲く」の広がり
・May J.による新アレンジ「花は咲く～大好き東
北Ver～」を発表（ 4月）。
・紅白歌合戦で 4 年連続「花は咲く」を歌唱
（12月）。
・大槌町の民謡歌手・臼澤みさきによる「花は咲
く～盛岡2016～」をリリース。NHK杯フィギ
ュアスペシャルエキシビションで荒川静香，鈴
木明子，羽生結弦，本田武史によるスケーティ
ングが披露された（ 1月・盛岡市アイスアリー
ナ）。
・震災 6年目に向け，日本のアニメ史に残るヒー
ロー・ヒロインが登場する「花は咲く～アニメ
スター・バージョン～」を制作。歌は山寺宏一
と水樹奈々（ 3月12日から放送）。
　なお，楽曲の著作権，およびCD等売り上げの
一部は，NHK厚生文化事業団を通して被災地に
義援金として送られる。その額は16年 2 月で合計
1億9,717万円に達した。
（10）国際展開の取り組み
　震災後の日本に関する的確な情報を積極的に海
外に発信，風化を防ぐ取り組みを実施した。
　定時番組『TOMORROW』（NHKワールドと
BS1）は，外国人リポーターが被災地を訪ね，困
難を生き抜く知恵などを紹介。 3月には震災 5年
を総括するスペシャル番組を 3本制作した。
　英語版ウェブサイト「Japan beyond 3.11」は
震災関連情報や日本と東北の魅力を伝える情報を
発信。
　12月には台北で， 3月にはニューヨークのグラ
ンドセントラル駅にて震災からの復興と東北の魅
力を発信する展示を行った。

3．キャッチフレーズの変更

　11年の発足以来「明日へ －支えあおう－」を
キャッチフレーズに活動してきた東日本大震災プ
ロジェクトだが，16年 1 月からは「明日へ　つな
げよう」に変更。“支える”だけでなく，震災の
記憶や教訓を未来に“つなげ”，被災地と全国の
人々を“つなげる”ことを目標に据えた。

【人的被害】（総務省消防庁）

　・死者 1 万9,418人
　・行方不明 　　2,592人
　・負傷者 　　6,220人
　　　　　　　　（2016年 3 月現在）
　○震災関連死（復興庁）　3,472人
　　　　　　　　（2016年 3 月現在）

【避難者数】（復興庁）
　・避難者数 約17万1,000人
　  全国47都道府県1,138市区町

村に所在（2016年 3 月現在）
（最多時：2011年 3 月14日約47万人）

【住宅被害】（総務省消防庁）
　・全壊 12万1,809棟
　・半壊 27万8,496棟
　・一部破損 74万4,190棟
　　　　　　　　（2016年 3 月現在）

※ 2015年 4 月以降，情報が更新された被害
項目を記載した。

※ 2011年 3 月11日の東北太平洋沖地震のほ
か，宮城県沖を震源とする地震（同年 4月
7日），福島県浜通りを震源とする地震（同年
4月11・12日）による被害を含む。

（参考）
東日本大震災の被害状況


